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参考資料 



 事業承継税制  
   ：非上場株式に係る相続税・贈与税の納税猶予 
    ※平成２５年度改正で親族外後継者を対象化（平成２７年１月１日施行） 

株式等の承継に伴う 
相続税等の負担 

遺留分による 
株式の散逸 

後継者がいない 

後継者による新たな 
取組のための資金調達 

＜主な課題＞ ＜施策＞ 

○事業承継関連支援は、従来、親族内承継が中心であったが、Ｍ＆Ａや従業員承継が増加するなど事業承継
の形態が多様化していることを踏まえ、親族外承継にもその対象を拡充してきたところ。 

○中小企業の事業承継に際して発生する各種課題に応じて、法律、税制、予算等の総合的な支援施策を展開
している。 

はい 

いいえ 

後
継
者
を
確
保
で
き
て
い
る
か 

 遺留分に係る民法の特例 
   ：遺族の遺留分放棄を後継者が単独で家裁に許可申請可能等 
    ※昨年の通常国会で親族外後継者を対象化（平成２８年４月１日施行） 

 第二創業補助金 
   ：事業承継を契機に新分野に挑戦する第二創業者に対する経費補助 

 事業引継ぎ支援センター 
   ：後継者不在等の問題を抱える中小企業の事業引継ぎ（M&A）を支援 

分散した事業用資産 
の集約資金調達 

 金融支援 
   ：事業用資産の買取に係る低利融資や信用保険枠の拡大 
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(参考) 事業承継施策の概要 



１．民法の特例 

１．事業承継税制 ＜認定（相続税）８９４件、認定（贈与税）６２６件（平成２８年３月末現在）＞   

○非上場株式に係る相続税・贈与税の納税猶予制度 

 事業承継に伴う税負担の軽減や民法上の遺留分への対応をはじめとする事業承継円滑化のための総合的支援策
を講ずる「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」が平成２０年５月に成立。 

 
 
◇中小企業の事業の継続を通じた雇用の確保や地域経済の活力維持を図る観点から、後継者が、経済産業大臣の認定を受けた非上場中小企業の株

式等を先代経営者から相続又は贈与により取得した場合において、相続税・贈与税の納税が猶予される（雇用確保をはじめとする５年間の事業継続
等が要件）。 

※平成２５年度改正で、対象を親族外後継者に拡充（平成２７年１月施行） 。 
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事業承継の円滑化 

地域経済と雇用を支える中小企業の事業活動の継続 

２．民法の特例 ＜確認１１７件（平成２８年３月末現在）＞ ３．金融支援 ＜認定１１３件（平成２８年３月末現在）
＞ 

※平成27年の通常国会で、対象を親族外に拡充する等の改正法が成立 
  （平成28年4月1日施行）。 

※親族外後継者も対象。 

◇後継者が、遺留分権利者全員との合意及び所要の手続を経る 
   ことを前提に、以下の民法の特例の適用を受けることができる。 

①生前贈与株式等を遺留分の対象から除外   

②生前贈与株式等の評価額を予め固定 

贈与株式が遺留分減殺請求の対象外となるため、相続に伴う株式分
散を未然に防止 

後継者の貢献による株式価値上昇分が遺留分減殺請求の対象外と
なるため、経営意欲が阻害されない 

◇経営者の死亡等に伴い必要となる資金の調達を支援 
  するため、経済産業大臣の認定を受けた中小企業者 
  及びその代表者に対して、以下の特例を設ける。 
 

①中小企業信用保険法の特例  
②株式会社日本政策金融公庫法及び沖縄振興開発金融 
  公庫法の特例  

親族外承継や個人事業主の事業承継を含め、幅広い資金
ニーズに対応 

（対象：中小企業者の代表者） 

（対象：中小企業者） 

（参考）経営承継円滑化法の概要 



○事業承継税制とは、後継者が、経済産業大臣の認定を受けた非上場会社の株式等を現経営者から 
 相続又は贈与により取得した場合において、相続税・贈与税の納税が猶予される特例制度。 
  ＜認定の要件＞ 中小企業者であること、上場会社・風俗会社でないこと、従業員が１名以上いること、資産運用会社に該当しないこと 等 
               ※平成２５年度改正（平成２７年１月施行）により親族外承継を対象化。 

○後継者が納付すべき相続税のうち、相続によ
り取得した非上場株式等（注）に係る課税価額
の80%に対応する額が納税猶予される。 

（注）相続前から後継者が既に保有していた議決権株式等を含め、 
   発行済議決権株式総数の２／３に達するまでの部分に限る。 

相続税の納税猶予制度 贈与税の納税猶予制度 
○後継者が納付すべき贈与税のうち、贈与により
取得した非上場株式等（注）に係る課税価額の
全額に対応する額が納税猶予される。 

 （注）贈与前から後継者が既に保有していた議決権株式等を含め、  
    発行済議決権株式総数の２／３に達するまでの部分に限る。 

○相続税・贈与税の申告期限から５年間は、以下の要件を満たして事業を継続することが必要。 
 ①雇用の８割以上を５年間平均で維持   ※平成２５年度改正（平成２７年１月施行）前は、雇用の８割以上を毎年維持 

 ②後継者が代表を継続 
 ③先代経営者が代表者を退任（有給役員として残留化） （贈与税） 
                                            ※平成２５年度改正（平成２７年１月施行） 前は先代経営者が役員を退任 

 ④対象株式を継続して保有 
 ⑤上場会社、資産管理会社、風俗関連事業を行う会社に該当しないこと 等 

経済産業大臣の認定件数  相続 ８９４件 
                       贈与 ６２６件   （平成２０年１０月～平成２８年３月末） 制度概要 
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（参考）事業承継税制の概要 



親族外承継を対象化 
 
雇用の８割以上を「５年間平均」で評価 
 
 

利子税率の引下げ（現行２．１％→０．９％） 
                   ※平成２６年１月施行 
承継５年超で、５年間の利子税免除   
 

民事再生・会社更生・中小企業再生支援協議会での 
事業再生の際にも、納税猶予額を再計算し、一部免除 
 
 
贈与時の役員退任要件を代表者退任要件に  
 
 
事前確認制度を廃止  ※平成２５年４月施行 
 
 
現経営者の個人債務・葬式費用を株式以外の相続 
財産から控除 

後継者は、現経営者の親族に限定 
 
雇用の８割以上を「５年間毎年」維持 
 
 
要件を満たせず納税猶予打切りの際は、納税猶予額に加え
て利子税の支払いが必要 
 
相続等・贈与から５年後以降は、後継者の死亡又は会社倒
産により納税免除 
 
 
現経営者は、贈与時に役員を退任 
 
 
制度の利用の前に、経済産業大臣の「認定」に加えて、「事前
確認」を受けておく必要 
 
猶予税額の計算で現経営者の個人債務・葬式費用を株式
から控除するため、猶予税額が少なく算出 

事業承継税制の適用要件の見直しや手続の簡素化を通じ、制度の使い勝手の大幅な改善を図る。 

事業承継税制の拡充（平成２７年１月施行） 
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(参考) 事業承継税制の拡充（25年度改正） 



地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 
関係法律の整備に関する法律（第５次地方分権一括法）の概要 

施行期日 ① 直ちに施行できるもの → 公布の日 
② 地方公共団体において条例制定や体制整備が必要なもの → 平成28年４月１日  等 

※中小企業経営承継円滑化法は平成29年4月1日予定 

第５次地方分権一括法 

地方分権改革に関する提案募集方式 

（参考） 
・第１次地方分権一括法（Ｈ23．４成立） ― 義務付け・枠付けの見直し 
・第２次地方分権一括法（Ｈ23．８成立） ― 都道府県から市町村への事務・権限の移譲及び義務付け・枠付けの見直し 
・第３次地方分権一括法（Ｈ25．６成立） ― 都道府県から市町村への事務・権限の移譲及び義務付け・枠付けの見直し 
・第４次地方分権一括法（Ｈ26．５成立） ― 国から地方公共団体又は都道府県から指定都市への事務・権限の移譲 

平成26年から新たに導入した「提案募集方式」における地方公共団体等からの提案等
を踏まえた「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成27年１月30日閣
議決定）に基づき、国から地方公共団体又は都道府県から指定都市への事務・権限
の移譲等について、関係法律の整備を行うもの。        〔19法律を一括改正〕 

これまでの地方分権改革の成果を踏まえ、

平成26年より、委員会勧告方式に替えて 
「提案募集方式」を導入し、地方の発意に

根差した新たな取組を推進することとして

いる。 

主な改正内容 

Ｂ 都道府県から指定都市等 Ａ 国から地方公共団体 

・事業承継の支援措置（事業承継税制、
金融支援）に係る認定等を都道府県
に移譲 

・指定都市立特別支援学校の設置等
に係る都道府県の認可 
・火薬類の製造許可等 

・建築審査会委員の任期の条例委任 
・農林業等活性化基盤整備計画を定め
る際の市町村から都道府県に対する
同意協議に係る同意の一部廃止 
・保育所型認定こども園に係る認定の
有効期間の廃止 

Ⅰ 地方公共団体への事務・権限の移譲等 Ⅱ 義務付け・枠付けの見直し等 

平成27年６月19日成立 
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（参考）経営承継円滑化法に係る事業承継の支援措置（事業承継税制、金融支援）の移譲 



○上場企業の株価の上昇に伴い、中小企業の中には、業績に大きな変化のない状況下であっても、想定外に 株価が
高く評価されることにより、円滑な事業承継に影響を来す可能性が生じている。 

○上場会社のグローバル連結経営の進展や株価の急激な変動を踏まえ、取引相場のない株式の評価方式のあり方に
ついて、早急に検討を行う。 

日経平均株価の推移 

類似業種比準方式による株価の算出方法 

　　　 上場企業

　　　 の業種別 （配当）（利益） （簿価純資産） （斟酌率）
　　　 平均株価

ｂ ｃ ｄ 大会社　０．７
Ａ× Ｂ Ｃ Ｄ × 中会社　０．６

５ 小会社　０．５

ｂ，ｃ，ｄ：評価会社の１株当たりの金額
Ｂ，Ｃ，Ｄ：上場企業の業種別の１株当たりの金額

＋ × ３ ＋

類似業種比準価額 ＝ 

類似業種 
の株価 

 類似業種の株価（上場会社の平均）と、各比準要素（配当、
利益、純資産）に関する、評価対象会社と上場会社との比率を用
いて、株価を求める方式。 

株価上昇
により上昇 

○取引相場のない株式の評価については、企業の組織形態が業種や規模、上場・非上場の別により多様であることに留意しつつ、相続
税法の時価主義の下で、比較対象となる上場会社の株価並びに配当、利益及び純資産という比準要素の適切なあり方について早
急に総合的な検討を行う。 

【平成２８年度与党税制改正大綱（抜粋）】 
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（11/3/11） 
東日本大震災 

2013年最高値 
（12月30日) 

16,291円 

（円） 

11月末値 

19,747円 

2014年最高値 
（12月8日) 

17,935円 

2015年最高値 
（6月24日) 

20,868円 

安倍政権発足時 

2012/12/26 
10,230円 

上場企業のグローバル連結経営の進展 
Ａ社（自動車製造業） Ｂ社（小売業） 

海外割合 

売上高 69% 

営業利益 44% 

総資産 57% 

海外割合 

営業収益 35% 

営業利益 14% 

有形固定資産 26% 

株価は一時は 
約2倍の水準に到達 

(参考) 取引相場のない株式の評価方法の見直し 
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・居住用（上限２４０㎡まで） 
  → ８０％減額 
  
【要件】同居親族が取得し申告期限まで居住 等 

○ 小規模宅地特例（相続土地の８０％評価減）について、居住用宅地の適用面積上限を拡充（２４０㎡→
３３０㎡）。 

○居住用宅地と事業用宅地の両方で特例を受ける場合には、それぞれの適用面積上限（最大７３０㎡）まで特
例の適用を可能に。 

改正後概要 

改正前概要 

・居住用（上限２４０㎡まで） 
・事業用（上限４００㎡まで） 
 → 最大４００㎡（注）まで８０％減額 
 【要件】相続税申告期限までの事業継続 等 

①「居住用宅地」を相続で取得した場合 ②「居住用宅地」と「事業用宅地」を相続で取得した場合 

・居住用（上限３３０㎡まで） 
  → ８０％減額 
 
 【要件】同居親族が取得し申告期限まで居住 等 

・居住用（上限３３０㎡まで） 
・事業用（上限４００㎡まで） 
 → 最大７３０㎡まで８０％減額 
 【要件】相続税申告期限までの事業継続 等 

（注）居住用の上限２４０㎡で特例の適用を受けた場合には、 
   事業用で特例の適用を受けることはできない。 

・平成２７年１月より施行 
（相続税改正と併せて施行） 

(参考)小規模宅地特例 
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(参考)個人事業者の事業用資産に係る事業承継時の負担軽減措置の創設等  

○個人事業者は需要の開拓や個人の能力の発揮、自立的で個性豊かな地域社会の形成に貢献する重要な存在であ
り、個人事業者の「事業の持続的な発展」のため、事業承継の円滑化が必要。 

○個人事業者の事業承継に係る税制上の措置については、既存の事業用の宅地についての特例措置のあり方を含め、
引き続き総合的に検討する。 

①顧客との信頼関係に基づく国内外の需要開拓 

②創業等を通じた個人の能力の発揮 

③自立的で個性豊かな地域社会の形成 

純資産4,800万円※超の個人事業者が所有する 
事業用資産の構成 

【出典】中小企業庁委託「中小企業における事業承継に関するアンケート・ヒアリング調査」 
（2015年2月、株式会社帝国データバンク）再編加工。 
（備考）帳簿価格ベース。資産ごとに、全体の上限下限5％を除いた数値の平均値による構成比。 

土地
39.9%

建物
25.6%

機械・器具備品
4.8%

商品・製品

・原材料等
6.8%

事業用債権
5.3%

その他事業用

資産
3.1%

有価証券
2.4%

現預金
12.1%

※4,800万円：相続人が配偶者と子供2人の場合の相続税の基礎控除額 

事業承継 
の円滑化 

事業継続に不可欠な事業用資産の 
承継に伴う相続税負担の軽減が必要 

＜目的実現のための施策＞ 

（小規模基本法第３条） 

（小規模基本法第１６条） 

事業の持続的な発展 
＜政策目的＞ 

（小規模基本法第３条） 
建物
25.6
％ 

個人事業者の意義 施策の必要性 

○個人事業者の事業承継に係る税制上の措置については、現行制度上、事業用の宅地について特例措置があり、既に相続税負担の大幅な軽減が図ら
れていること、事業用資産以外の資産を持つ者との公平性の観点に留意する必要があること、法人は株式等が散逸して事業の円滑な継続が困難になる
という特別の事情により特例が認められているのに対し、個人事業者の事業承継に当たっては事業継続に不可欠な事業用資産の範囲を明確にするとと
もに、その承継の円滑化を支援するための枠組みが必要であること等の問題があることに留意し、既存の特例措置のあり方を含め、引き続き総合的に検
討する。 

【平成２８年度与党税制改正大綱（抜粋）】 

事業用宅地の特例
(P18)の適用あり 
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○これまで、事業承継のボトルネックとなる相続税・贈与税に係る負担軽減のため、事業用資産（土地）・株式の承 
 継に関する税制措置を整備。 

相続税・ 
贈与税 

全体の動き 

 
土 地 

 

Ｓ５８ 

Ｈ４ 

小規模宅地の
特例の創設 

Ｈ２７.１.１ 

相続税：課税最低限 
      4,000万円 
         + 
   800万円×法定相続人数 
     最高税率75％→70％ 
贈与税：最高税率75％→70％ 

・事業用：200㎡まで40％ 
・居住用：200㎡まで30％ 

Ｈ１５ Ｈ６ Ｓ６３ 

課税最低限の引上げ 
最高税率の緩和 

課税最低限 
の引上げ 

相続税：課税最低限 
    4,800万円 
       + 
950万円×法定相続人数 

相続税：最高税率70％→50％ 
贈与税：最高税率70％→50％ 

相続税：課税最低限 
     5,000万円 
       + 
1,000万円×法定相続人数 

最高税率の引下げ 
相続時精算課税制度の創設 

課税最低限の引下げ 
最高税率の引上げ 

相続税：課税最低限 
      3,000万円 
         + 
   600万円×法定相続人数 
     最高税率50％→55％ 
贈与税：最高税率50％→55％ 

Ｈ１１ 

適用対象面
積の拡充 

・事業用：330㎡まで80％ 

Ｈ１３ 

適用対象面
積の拡充 

・事業用：400㎡まで80％ 
・居住用：240㎡まで80％ 

適用対象面
積の拡充 

・事業用：400㎡まで80％ 
・居住用：330㎡まで80％ 
※限定的な併用可能から完全
併用可能に。 

Ｈ２１ Ｈ１４ 

※ 平成20年10月に「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」施行。 

課税最低限 
の引上げ 

Ｈ２７.１.１ 

Ｈ２７.１.１ 

 
株 式 

 

事業承継税制
の創設 

自社株式の 
相続税軽減措置

の創設 

事業承継税制
の拡充 

・非上場株式につき10％評価減 

Ｈ１２ 

株式評価
の改正 

・「収益要因」の重視によ 
 り「資産要因」のウエイト 
 引下げ 

Ｈ２ 

株式評価
の改正 

・評価前3年以内に取得し  
 た土地等について、課税 
 時期における通常の取 
 引価額で評価 

Ｓ５８ 

株式評価
の改正 

・小会社の株式評価 
 純資産価額方式100％での評 
 価から、純資産価格50％、類 
 似業種方式５０％での評価を 
 可能に 

(参考)相続税・贈与税に関する特例措置の歴史 
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○事業承継においては、現経営者の保有する株式等の事業用資産を円滑に後継者に承継することが重要。 
 ただし、生前贈与や遺言を活用しても、遺留分（配偶者や子供に対して最低限度の資産承継の権利を保障する民

法上の制度）の制約が存在。 
○制度創設前は、個々の遺留分権利者がそれぞれ単独で家庭裁判所に申立てを行い、その許可を得なければならな

いことから、遺留分権利者ごとに許否の判断が異なる可能性があり、許可された者と許可されなかった者との間で不公
平が生じるおそれがあるなど、円滑な事業承継に支障。 

○このため、親族内の遺留分権利者の全員が合意をすることにより、相続法における法律関係を合一的に確定させる
「民法特例」の制度を創設。 

 ※平成27年の通常国会で、本特例の対象者を親族外に拡充する等の改正法が成立（平成28年4月1日施行）。 

制度概要 
１．贈与株式等を遺留分算定基礎財産から除外 《除外合意》 
 先代経営者の生前に、経済産業大臣の確認を受けた後継者が、遺留分権利 
者全員との合意内容について家庭裁判所の許可を受けることで、先代経営者 
から後継者へ贈与された自社株式その他一定の財産について、遺留分算定の 
基礎財産から除外。 

２．贈与株式の評価額を予め固定 《固定合意》 
生前贈与後に株式価値が後継者の貢献により上昇した場合でも、遺留分の算定に 
際しては相続開始時点の上昇後の評価で計算される。 このため、経済産業大臣 
の確認を受けた後継者が、遺留分権利者全員との合意内容について家庭裁判所 
の許可を受けることで、遺留分の算定に際して、生前贈与株式の価額を当該合意 
時の評価額で予め固定。 

・事業継続に不可欠な自社株式等に係る遺留分減殺請求を未然防止 
・後継者単独で家庭裁判所に申し立てるため、非後継者の手続は簡素化 

認定件数 １０８件 （平成27年12月末現在） 
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（参考）遺留分の特例（民法特例） 

・後継者が株式価値上昇分を保持できる制度の創設により、経営意欲 
の阻害要因を排除 



 
○近年、中小企業の経営者の高齢化が進行し、親族内での後継者確保が困難となる中、親族外への承継手法であるＭ＆Ａ等により

事業を承継するケースが増加しているが、特に小規模企業は中規模企業よりも金融機関からの借入れは困難であり、資金調達の面に
課題。 

     背景 

中小企業信用保険法の特例 
○信用保険の拡大（別枠化）を措置 
 ・株式、事業用資産等の買取り資金 
 ・一定期間の運転資金  等 
 の資金調達を支援。 

株式会社日本政策金融公庫法及び 
沖縄振興開発金融公庫法の特例 

○代表者個人に対する融資を実施 
 ・株式、事業用資産等の買取り資金 
 ・相続税、遺留分減殺請求への対応資金 等 
  の資金調達を支援。 
 
※通常1.30%の基準金利（中小企業事業）が適用されると 
  ころ、0.90%の特別利率を適用。［2016年2月時点］ 

会社の資金需要に対応 
（個人事業主を含む） 

後継者個人の資金需要に対応 

通常 
普通保険（2億円） 

無担保保険（8,000万円） 
特別小口保険（1,250万円） 

拡大（別枠化） 
普通保険（2億円） 

無担保保険（8,000万円） 
特別小口保険（1,250万円） 

＋ 

経済産業大臣の認定 
 事業活動の継続に支障が生じている中小企業者（非上場会社及び個人事業主）を経済産業大臣が認定 

金融支援制度の創設 

※普通保険：対象が中小企業者、担保提供を要する保険 
※無担保保険：対象が中小企業者、担保提供を要しない保険 
※特別小口保険：対象が小規模事業者、担保提供を要しない保険 

認定件数 １１３件（平成28年3月末現在） 
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（参考） 金融支援 
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(参考) 地域創業促進支援事業  
 

事業の内容 

平成28年度予算額  8.5億円（12.0億円） 

中小企業庁 創業・新事業促進課 
03-3501-1767 
中小企業庁 財務課 
03-3501-5803 

事業イメージ 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

成果目標 
平成28年から平成32年までの５年間の事業であり、 
  ①補助終了後５年経過時の事業継続率90％を目指します。 
  ②補助終了後５年経過時の従業員数の計画達成率50%を 
   目指します。 
  ③創業スクール受講者の創業率50％を目指します。 

国 

民間 
団体等 

補助（定額） 補助（2/3） 
創業者 

創業支援者 

起業家等 

再委託 支援 
支援 
機関 

民間 
団体等 

委託 

創業・第二創業補助金 

地域で新需要を創造する新商品・サービスを提供する創業者の創業費用
を補助します（補助上限200万円、補助率2/3）。また、事業承継を契
機に既存事業の全部又は一部を廃止し、新分野に挑戦する第二創業
者に対し、創業費用に加え、廃業費用（法手続費用、在庫処分等）も
補助します（補助上限1,000万円、補助率2/3）。 

創業支援事業者補助金 

創業スクール 

全国の支援機関が、創業スクールを開催してビジネスプランの作成まで指
導し、創業までのフォローアップを行うとともに、受講生を対象としたビジネス
プランコンテストの開催等を行います。また、新たにサービス産業等の「業種
別コース」を開催します。 

事業目的・概要 
地域活性化には、地域における女性や若者などの起業・創業を促進し、

経済の新陳代謝を図る必要があります。 

 そのため、産業競争力強化法の認定市区町村で特定創業支援事業を
受け、創業を目指す創業者や第二創業者を支援します。 

 また、産業競争力強化法における特定創業支援事業を行う創業支援
事業者（商工会・商工会議所や地域金融機関等）が行う創業支援の
取組等を支援します。 

創業者の基本的知識習得のため、全国で「創業スクール」を開催します。 

産業競争力強化法における特定創業支援事業を行う創業支援事業者
が、認定創業支援事業計画に基づき行う創業支援（創業者への継続的
な経営指導、ビジネススキルアップ研修、コワーキングスペース運営事業
等）や創業支援の質の向上を図る取組等を支援します（補助上限
1,000万円、補助率2/3）。 



○後継者不在の中小企業者等の事業引継ぎを支援するため、平成２３年度より事業引継ぎ支援事業を開始。全国 
 の認定支援機関（商工会議所、産業振興センター等）に「事業引継ぎ支援センター」を設置し、事業承継に関する 
 幅広い相談対応や、Ｍ＆Ａ等のマッチング等を行う。  

（参考） 事業引継ぎ支援事業の概要について 

事業引継ぎ支援センター 

登録機関 

①登録機関 
 ・金融機関や民間仲介業者等がＭ＆Ａをフルサポート 
  ※２８年３月現在、登録機関数（２１９社） 
②専門登録機関（２８年度から新設） 
 ・士業法人等が小規模マッチングに取り組む 
 

事業引継ぎの実現 

 
登録機関に橋渡し 
（２次対応） 

 

相談（１次対応） 

事業引継ぎ支援センターの支援スキーム 

 
①よろず支援拠点など 
 ・Ｍ＆Ａ前の磨き上げ（経営改善）等 
 ②再生支援協議会など 
 ・債務負担の大きい先の抜本再生 
③金融機関・士業・商工会・商工会議所等 
 ・事業承継に関する幅広い相談対応 
 

中小企業支援機関 

譲受企業・譲渡企業 

情報交換・ 
企業紹介 

金融機関等連絡会 

・地域の金融機関等とセンターが定期的に企業情報の 
交換やＭ＆Ａに関する情報交換を行う場 
 

センター自ら引継ぎ 
（３次対応） 

        
マッチング以外の業務 

  
①事業承継セミナーの開催  
 ・センター自ら又は支援機関とともに、セミナーを開催。 

②金融機関・士業連絡会の開催 
 ・地域内の金融機関や士業法人等と勉強会や情報交換等 
  を実施（上記「金融連絡会等」）。 
③支援機関に対する研修 
 ・Ｍ＆Ａ業務に関心を有する士業法人等への研修等を通  
  じノウハウを移転（28年度から開始）。 

ＤＢに登録 

  閲覧範囲の拡大 
（28年度から開始） 
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